
新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）への対応
(2020年3月30日)
A.I.Tax and Legal Advisors Co., Ltd.
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• 既にご案内のように3/26からの緊急事態宣言により、外国人の入国について、非タイ国籍者は①就労許可証
を所持または②当局から就労許可を得た者は例外的に入国可能となっています。緊急事態宣言第9条規則に基
づき、⺠間航空庁（CAAT)から航空会社への実務指針も3/26に改正済です。したがいまして、該当者の方は、
Fit To Flyの診断書及び労働許可証等のみで搭乗手続きが可能です。10万ドルの治療保険金の保険証提示も
不要になりました

• ラヨーン県では3/24に自宅からの外出自粛、チョンブリ県では3/27に県外移動自粛の通達が各知事から公布
され協力が求められています。他県もご確認ください。

• 遅くなりましたが、お約束していました労働法関係について4-6ページ目にまとめました。
主な内容は①4/13-15のソンクラーン休暇の延期（同期間中の出勤については休日扱いにしないで可）と②
政府命令があるケース、無いケースでの会社の一時休業における賃金の取扱い、③社会保険により給付が出
るケースについてです。

• 3〜5月の社会保険負担は、使用者4%（最大600バーツ）、労働者1%（最大150バーツ）に減額となります
（現行はそれぞれ5%）。

• COVID-19に関する法務、労務、税務等の問題について、弊社お客様については無料でメールでのご相談に応
じます。ただし、公益のため皆様と共有すべきと判断するご相談内容については、会社、個人等を特定でき
ない形でシェアする場合もございますので予めご了承願います。

• 弊社でも自主的に時差出社やテレワークを一部適用しておりますが、今後外出禁止令が出ない限り、お客様
へのサービス提供は通常通りとなります。万一、弊社担当と連絡が取れない場合、井上もしくは南里宛にご
一報いただければ幸いです。
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2/28付労働者保護・厚生局からの使用者への協力
要請方針
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• 使用者は、労働者のために事業所内に石鹸、アルコールジェルの設置または手洗い場の設置
• 出社時の検査、感染者が多い場合の事業所の一時閉鎖
• 外国出張時から戻ったときの検査、感染への注意
• 労働者が感染もしくは感染の疑いがある場合、使用者から各県労働局への報告（(注)ただし、疾病管理局

のような法的な報告義務は無し）
• 労働者が感染もしくは感染の疑いがある場合、使用者への報告（その後使用者は労働局へ報告）
• 保健省担当官が労働者から自宅謹慎を命じられた場合、保健省担当官の指示に従う
• 労働者が感染もしくは感染の疑いがある場合、検査また治療を受ける必要があり、その場合は疾病休暇ま

たは有給休暇を取得。
• 使用者は事業への影響を避けるために労働者の同意を得た日数の間、①無給休暇(Leave without pay)②欠

勤(No Work No Pay)③有給での休暇による一時休業のいずれかについて労働者の同意を得ることができる。
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3/18付労働者保護・厚生局告知及び、2020年伝統的休日の延期及び
ソンクラーン休暇の延期及び一時的な事業所閉鎖に関する実務指針
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• 4/13-15の期間についてCOVID-19伝染病の蔓延、伝染病が経済、社会、国家安全保障へ与える影響
を避けるために使用者が休日を延期し、労働者はそれに対して協力するよう要請

• 代替の日付は後日通知
• 伝統的休日は13日以上、かつ使用者が既に告知した日数以上である（労働者保護法の確認）
• 使用者、労働者双方の責に帰さない、知事の命令により使用者が服従しなければならない事業所閉

鎖については、労働者は賃金を受け取る権利を有さない（No Work No Pay）
• ただし、使用者は労使関係を良好に保ち、一時休業による労働者の問題を和らげるために全額また

は一部の賃金を支払うことが可能。
• また、政府による閉鎖命令は、顧客に対する物品・役務の提供の禁止であり、労働者の勤務を禁止

するものではないため、事業所勤務または自宅勤務（テレワーク）に対しては全額の賃金を支払う。
• 政府命令が無い場合でCOVID-19伝染病の影響により一時休業を行う場合、労働者保護法第75条に

基づき3日以上前の労働局への事前通知の上で勤務日の賃金の75%以上を支払う。
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使用者による賃金支払
の有無

政府命令による一時休業

労働者が無勤務＋使用者が無支給
の場合、SSFから60日を上限
に賃金の50%*を給付し、
使用者は支払う必要無し

使用者による自主的な
一時休業

労働者保護法の一時休業の
手続を前提に使用者は賃金

の75%を支給

自己観察のための14日間検
疫（海外等からの帰国、社
内等で接触者に感染発覚）

まず、有給休暇、疾病休暇、
私用休暇（全て有給）を利
用するため使用者が通常の

賃金を支給

上記休暇を全て使い終わっ
た場合、SSFから180日を上
限に賃金の50%*を給付し、

使用者は支給の必要無し

SSF:社会保険基金 *上限は月7,500バーツ
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一時休業と労働時間短縮
質問：タイでは、水害（2011年、2013年）やテロなどが発生する可能性があるのですが、一時休業を
しなければならない場合、どのような手続きや賃金が発生しますか？
回答：条件を満たした場合、一時休業を申請し、賃金の75%のみを支払する対応が可能です。ただし、
不可抗力と認められた場合は、賃金の支払いは必要ありません。

労働者保護法第75条
１．使用者が、使用者の事業に重要な影響を与える何らかの理由により一時事業の全部または一部を行うことができない場合、その理
由が不可抗力の場合を除き、使用者は労働者が就業できない期間について事業を休止する前の労働日の賃金の75％以上を支払わなけ
ればならない。
２．使用者は、第1項の事情発生日から3労働日以上前に、労働者及び労働監督官に対して文書で通知しなければならない。

一時休業の定義（下記全てを満たす必要）
①通常の業務運営が困難になるほどの事業活動に支障
を生じる重大な理由によること

休業手当
休業開始時の給与の75％以上を支給する必要。
その他見舞金を支給する企業もある。休業中に離
職の可能性もあるため100％支給する場合もある。
「休業開始時の給与」：残業手当の計算基礎とな
る月々定額で支給される賃金を全て含む。
× 基本給の75％
○ 基本給の他、役職手当、食費手当、生活補助
手当等の定額支給額を全て含んだ金額の75％

各企業単位で個別に検討
② 不可抗力に基づくものでないこと

会社が合理的な努力をしても制御でき
ないような事情を意味し、天災、火災、
暴動等々が含まれる。その場合、支払
は不要。なお、過去タイにおいて洪水
は不可抗力とは認められず。

③ 事業の一部もしくは全部の休止であること
ケース）、生産ラインは一時休業、販
売部門は通常の事業活動を継続

④ 臨時的な休業であること

労働時間短縮
労働者の同意なく労働時間を短縮することは可能。
しかし、それに伴う賃金の減額には同意が必要。
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